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　わが国貿易の取引形態が旧態依然たる波打際的な性
格を濃厚にとどめている点にっいて，Multinational
CompanyないしはWorld　Enterpri＄eが意味してい
るような国際マーケティング的な方向への脱皮を要請
する声がつよい。
　もちろん，この方向への努力が皆無というわけでは
ない○第2次大戦直後の，Indentorからの引合いに
応ずるだけの，バイヤー一・サイドのめくら貿易の時代
と比較すれば，わが国の貿易企業も，その海外支店網
の整備とあいまって，貿易マーケティングに顕著な前
進がみられることは事実である。大手貿易商社にみら
れる3国間貿易の取扱い比率が増大していることや，
製造会社の海外市場への企業進出が活発であることな
どは，こうした方向への努力を裏付ける一例であろ
う。
　しかしながら，この国の貿易の主要部分は，依然と
して，国内産業に必要な原材料の輸入と過剰生産物の
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輸出という国内的産業活動上の必要性を政策の主体と
する受身的な貿易に対する姿勢のもとで行なわれてい
る。鉄鋼輸出にみられるように，国内における需給調
整のバソファーとしてしか貿易を考えることのできな
いような貿易に対する態度そのものが修正されない限
り，真の意味での国際企業ないし国際マーケティング
の実現は不可能である。
　国際企業たりうるためには，Productionまたは
Investment　Baseを基盤とする企業であらねばなら
ないといわれている。この点については，戦後，わが
国の製造会社が貿易商社の仲介を排除して，海外市場
と直結する傾向が強い点は注目に値いするし，今日，
この形態をとっている製造会社が，約2，000社を数え
ている。それらの製造会社のなかには，貿易売買を直
接行なうという商社的機能を兼営することだけに満足
せず，海外に支社ないし合弁会社を設置するといった
積極的な政策をとっているところも少なくはない。
　しかし，そうした支社も合弁会社も，自社製品のア
フター・ケアーを主要業務とするか，あるいは後進諸
国にみられる工業化ないし自国産業保護の傾向にそな
えて，製品輸入に対する関税障壁に対決するための手
段としての意味しかもたない場合が多い。
　Ihvestment　Baseに基づく国際企業的方向は，わ
が国の場合には大手貿易商社にいくつかの実例はある
が，その資本的制約から，その伸長を大きく期待する
ことは困難であろう。
　私の行なっているわが国貿易企業の実態調査からみ
る限り，結局，わが国貿易企業は，現段階において
は，未だ本格的な国際マーケティングを行ないうる基
盤が成熟していない。より合理的な輸出ないし貿易マ
ーヶティングの確立こそ，解決すべき当面の問題であ
る。
　年間500社をこえる弱小貿易商社の新設をくいとめ
るための商社登録制，中堅商社の再編成，海外代理店
制の確立などを通じて過当競争の根源をたちぎって流
通秩序を確立させ，海外市場の動向に密着したマーケ
ティングを戦略的な観点から検討せねばならない。
　信用状決済と積地条件で取引されているこの国の輸
出貿易は，貿易商務に関する限りにおいても，著しく
戦略的な観点を欠いている。西独がFrancoの条件を
盛んに使用している点からしても，わが国貿易企業
は，まず自からの貿易商務を深化させ高度化させるこ
とこそ，最も緊急な課題であるように考えられる。
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